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る（同第 1 条）。社福法人が実施目的とする「社会福祉事業」とは，第 2 条によれば，施設運営を
中心とした第一種社会福祉事業（2 項）と，第二種社会福祉事業（3 項）の 2 種類が社会福祉事
業として分類される 4）。
　第一種社会福祉事業は国，地方公共団体又は社福法人が社会福祉事業の経営主体とするこ



































































































書，財産目録，貸借対照表及び収支計算書の 4 点の財務関連情報である（44 条 2 項）。社福
法人は，これらの情報の開示をステイクホルダーから請求されたときは原則的に開示しなくてはらな























































































　現在，社福法人はどれぐらい存在するのだろうか。1980 年の 9700 から2011 年度末では
19000 強の法人数と，30 年で 2 倍程度に増加している【表 1】。
【表 1】社会福祉法人数の推移
1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2011 年
厚労大臣所管 9741 118 138 308 330
都道府県知事所管 N.A. 13305 16553 18674 19206
合計 9741 13423 16691 18982 19536
出典：平成 24 年度版構成労働白書資料（厚生労働省社会・援護局調べ）より作成。
　福祉サ ビースには高齢者，障害者，婦女子，保護施設など各種あるが，社会福祉サ ビースの
供給主体の内，社福法人が担っている割合は 4 割強を占める 15）。このように社福法人が対象と
する事業は高齢・障害・母子支援など多種多様のために，全分野の社福法人の開示状況を網
羅的に調べるのは紙面のスペース上から極めて困難である。


















100 0.7 4.9 1.8 0.1 0.1 92.2 僅少 僅少
注）社会福祉法人では社会福祉協議会を除外
出典：厚生労働省介護サービス施設・事業所調査（2011 年 10 月）より作成。
2.　ディスクロージャー を巡る社会環境の変化

























　厚労省が実施した全国の社福法人約 19000 法人を対象に実施したアンケ トー調査によれば，
HP若しくは広報誌いずれかで財務諸表の公表を行っている法人は 7900 強（41％）である 18）。こ









示状況を調査した【表 3】。川崎市の公表情報においては 38 施設（平成 24 年度現在）が運営さ


















　尚，特養などの福祉施設では，2 月に 1 度開催される地域運営推進会議において，地元自治
体関係者，地域住民の代表者（民生委員や町内会長など）に対し財務諸表など経営指標の開示
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【表 3】　川崎市特別養護老人ホームのHP上の開示状況
（平成 24 年現在 N=38）
麻生区 中原区
法人 HP 財務情報 非財務情報 法人 HP 財務情報 非財務情報
1 ○ × × G15 ○ ○ ○
2 ○ × △ G6 ○ △ △
3 × × × G15 ○ ○ ○
4 ○ × △ 18 ○ ◎ ◎
5 ○ ○ × G19 ○ △ ×
G6 ○ △ △
幸区
多摩区 法人 HP 財務情報 非財務情報
法人 HP 財務情報 非財務情報 20 ○ × ×
7 ○ × × 21 × × ×
8 ○ × × G11 ○ ◎ ◎
G6 ○ △ △ G15 ○ ○ ○
9 ○ ○ ○ G14 ○ ○ ×
10 △ × × 22 × × ×
G11 ○ ◎ ◎
G6 ○ △ △ 川崎区
12 ○ × × 法人 HP 財務情報 非財務情報
G19 ○ △ ×
宮前区 23 × × ×
法人 HP 財務情報 非財務情報 G15 ○ ○ ○
13 ○ × × G24 ○ × ×
G14 ○ ○ × G24 ○ × ×
G15 ○ ○ ○
16 ○ × × ◎開示が進んでいる
17 ○ × × ○基礎情報開示あり
△部分開示
高津区 ×開示なし
法人 HP 財務情報 非財務情報
G15 ○ ○ ○ G：市内で複数の施設をもつグループ法人
G11 ○ ◎ ◎
G14 ○ ○ ×
出典：川崎市健康福祉局や各社福法人のHP上の公表情報等から作成。













成 25 年 6 月14日）を経て，2013 年分から実施されることになった。そこで，川崎市の状況につ
いて調べてみた。








































































































































2014 年 10 月
A社福法人元理事長に対し，運営費 3000 万円着服で執行猶予付
き判決（2010 年の県の定期監査で指摘を受けた後，法人の内部
調査で横領が発覚し，2013 年 5 月に刑事告訴）。
×（HP無）
2014 年 09 月
B社福法人初代理事長の横領事件不起訴判断は不当との検察審
査会の議決（仮払い名目で法人預金口座から計 1050 万円を職員




2014 年 09 月
C社福法人の会計責任者が勤務先から7100 万円を騙し取ったとし
て業務上横領等の罪が問われた件で懲役 4 年の有罪判決。
（2013 年 6 月に高齢者介護施設などを運営している社福法人の元
職員による1 億 3500 円超横領の疑いで法人側が被害届）
×（HP無）
2014 年 07 月
D社福法人元事務局長が運営資金 1350 万円横領容疑で逮捕・







2014 年 07 月
社福法人E保育園の経理担当者に対し計 278 万円の横領で懲役
3 年求刑（使途不明金 1400 万円についても余罪追及中）。
×（HP無）






















2012 年 7 月
知的障害者支援施設経営の社福法人J会，県から解散命令。


















2003 年 06 月 利用者がL介護施設に対する骨折の損害賠償請求訴訟で勝訴。
×（HP有）
財務情報も無。








































































 7） See, Brandeis, L.D., Other People’s Money and How the Bankers Use It, New York, Stokes, 1914.
 8） 宮内忍（国立社会保障・人口問題研究所編）：福祉分野におけるディスクロージャー制度の構築について,医
療・介護の産業分析,東京大学出版会,2000,p215.













15） 厚生労働省,平成 23 年社会福祉施設等調査の概況における平成 23 年 10 月現在の調査結果参照。
 http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/fukushi/11/dl/kekka-sisetu2.pdf,最終アクセス 2014/12/09．
16） 内閣府,平成 25 年度版高齢社会白書,第 1 章第 1 節高齢化の状況を参照。
 http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2013/zenbun/pdf/1s1s.pdf,最終アクセス 2014/12/09.
17） 厚生労働省,平成 24 年度介護保険事業状況報告書,概要p17,
 http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/12/dl/h24_gaiyou.pdf,最終アクセス 2014/12/09．








20） 平成 13 年 3 月 12 日老計発第 13 号老健局計画課長通知などによって，運営推進会議は年間 6 回以上開催と
される。
21） http://www.city.kawasaki.jp/jigyou/category/76-8-27-1-1-0-0-0-0-0.html,最終アクセス 2014/12/09.
22） 向山敦夫,黒木淳：社会福祉法人の経営実態の分析：アンケート調査を中心として, 産業經理 73(1）, 
2013,pp41-51．
23） Id, p49．





















年報経営ディスクロージャー研究,第 12 号,2013,p46 にて詳細の検討を行っているのでご参照願いたい。
30） 朝日新聞,2001/10/24, 朝刊, 「介護事故，繰り返させぬ　枚方の被害者家族が連絡会」
31） 朝日新聞,2007/07/04, 朝刊, 「介護市場，どう健全化　１分の介助に３０分の単価　「コムスン退場」の影」
32） 朝日新聞,2013/02/09, 朝刊, 「実態つかめぬ介護事故　全国統計なく定義も様々」
33） 朝日新聞,2014/05/28, 朝刊, 「運営費着服容疑で元理事長ら逮捕　由布の社会福祉法人」
34） 例えば，プライバシー保護を理由に，社会福祉士を目指す実習生に対して利用者の個人情報を開示しない
といった対応は実際に実習現場で生じている。これは，相談援助プラン作成訓練の必要がある実習生に対
する効果的な実習教育を阻害している点でプライバシー過剰反応の事例といえる。
